
　Ｈ２７国調 53,407人 産　　業　　構　　造 　人　口　集　中　地　区　人　口

人　口 　Ｈ２２国調 55,321人 区　分 　Ｈ２７国調 　Ｈ２２国調 Ｈ２７国調 26,810人 熊本県 　　　　　　市町村類型　　Ⅱ－3

　増減率　(％) △ 3.5 958人 1,008人 Ｈ２２国調 27,581人 荒尾市 　　　　　　交付税種地　　Ⅰ－３
R　２．１．１ 52,252人 第１次 4.3％ 4.5％ 面　　積 57.37K㎡ 平成３０年度

住民基本  Ｈ３１．１．１ 52,822人 6,137人 6,305人 人口密度　（人） 931人 (A)歳入総額 23,764,184 22,049,906
台帳人口 　増減率　(％) △ 1.1 第２次 27.3％ 27.8％ 収 (B)歳出総額 23,644,757 21,657,435

歳 　入 　 の 　 状 　 況　 （ 単位：千円、％ ） 15,137人 15,329人 指定団体等 (C)歳入歳出差引(A-B) 119,427 392,471

　区　　　　分 決  算  額 構成比 経常一般財源 構成比 第３次 67.3％ 67.7％ 　の状況 支 (D)翌年度へ繰越すべき財源 41,805 288,725
地方税 5,258,612 22.1 5,258,612 45.8 　　市 町 村 税 の 状 況 （ 単位：千円、％ ） (E)実質収支(C-D) 77,622 103,746
地方譲与税 136,582 0.6 136,582 1.2      区         分 徴収済額 構成比 超過課税分 状 (F)単年度収支(Eの前年差) △ 26,124 △ 329,527
利子割交付金 2,829 2,829 市町村  個  人  分 1,843,257 35.1 旧　新　産 (G)積立金 52,979 219,083
配当割交付金 11,683 11,683 0.1 民　税  法  人  分 335,410 6.4 64,102 旧　産　炭 況 (H)繰上償還金

7,806 7,806 0.1 固 定 資 産 税 2,505,551 47.6 170,855 指数表選定 （Ｉ）積立て取崩し額 300,000
地方消費税交付金 865,473 3.6 865,473 7.5 軽 自 動 車 税 176,023 3.3 実質単年度収支(F+G+H-I) △ 273,145 △ 110,444
ゴルフ場利用税交付金 27,191 0.1 27,191 0.2 た  ば  こ  税 390,030 7.4 　　区　　　分 職員数(人)   　給料月額（千円） 平均支給月額（円）
特別地方消費税交付金 鉱   産   税 一 一般職員 351 101,617 289,507
自動車取得税交付金 16,810 0.1 16,810 0.1 特別土地保有税 般 　うち技能労務者 8 2,308 288,500

4,197 4,197 職 教育公務員 4 1,685 421,250
地方特例交付金 84,781 0.4 84,781 0.7 員 消防職員
地方交付税 5,898,646 24.8 5,057,845 44.0 等 臨時職員
内 普　　通 5,057,845 21.3 5,057,845 44.0 合計 355 103,302 290,992
訳 特　　別 840,801 3.5 定数(人)適用開始年月日 平均報酬月額（円）
　小　　　　計 12,314,610 51.8 11,473,809 99.8 特 市町村長 1 886,000
交通安全対策特別交付金 7,357 7,357 0.1 一部事務組 副市長 1 678,000
分担金・負担金 219,369 0.9 　合加入の 別 収入役 - -
使用料 252,747 1.1 1,242 　状況 教育長 1 590,000
手数料 318,239 1.3 職 議会議長 1 445,000
国庫支出金 4,853,152 20.4     小        計 5,250,271 99.8 234,957 ごみ処理 議会副議長 1 410,000
国有提供施設交付金 法定外普通税 常備消防 等 議会議員 16 384,000
都道府県支出金 2,245,971 9.5 旧法による税 　　その他
財産収入 119,503 0.5 9,967 0.1 目  的  税 8,341 0.2
寄附金 210,514 0.9 入湯税 8,341 0.2
繰入金 568,414 2.4 内 都市計画税
繰越金 392,471 1.7 水利地益税
諸収入 292,643 1.2 訳 共同施設税
地方債 1,969,194 8.3 宅地開発税

うち減税補てん債
うち臨時財政対策債 507,794 2.1

歳入合計 23,764,184 100.0 11,492,375 100.0        合     　計 5,258,612 100.0 234,957

性　質　別　歳　出　の　状　況　（単位：千円、％） 目　的　別　歳　出　の　状　況　（単位：千円、％） 　　区　　　分 指　数　等　（千円）

　　　区　　　　分 決　算　額 構成比 充当税等一般財源 　経常経費充当一般財源等
経常収支

比　率 決算額　（Ａ） 構成比 （Ａ）の充当税等一般財源額 基準財政収入額 4,872,939
人件費 2,792,510 11.8 2,576,763 2,385,476 19.9 議　会　費 193,721 0.8 193,721 基準財政需要額 9,932,038

うち職員給 1,814,046 7.7 1,641,700 1,588,826 13.2 総　務　費 2,162,233 9.1 65,068 1,674,437 標準税収入額 6,177,929
扶助費 7,115,954 30.1 2,180,818 2,178,790 18.2 民　生　費 10,379,658 43.9 174,827 4,793,373 標準財政規模 11,743,568
公債費 1,595,786 6.7 1,503,746 1,503,746 12.5 衛　生　費 2,477,373 10.5 130,880 2,073,225 財政力指数 0.490
内 元利償還金 1,595,366 6.7 1,503,326 1,503,326 12.5 労　働　費 13,466 0.1 13,466 実質収支比率(%) 0.7
訳 一時借入金利子 420 420 420 農林水産業費 733,507 3.1 447,893 189,482 経常一般財源比率(%) 97.9
　小　　　　計 11,504,250 48.7 6,261,327 6,068,012 50.6 商　工　費 376,422 1.6 66,067 200,082 公債費比率(%) -
物件費 2,414,319 10.2 1,955,634 1,303,433 10.9 土　木　費 2,729,398 11.5 1,925,636 844,050 起債制限比率(%) -
維持補修費 226,434 1.0 135,666 135,666 1.1 消　防　費 664,471 2.8 10,404 635,343 財政調整基金 3,756,510
補助費等 2,647,379 11.2 2,174,802 1,481,576 12.3 教　育　費 2,287,011 9.7 1,067,565 1,360,566 積立 減債基金 805,883

うち一部組合負担金 849,950 3.6 687,357 635,341 5.3 災害復旧費 31,711 0.1 6,103 基金 その他特定目的 2,021,649
積立金 286,821 1.2 143,551 公　債　費 1,595,786 6.7 1,503,746 積立基金計 6,584,042
投資出資金・貸付金 63,600 0.3 諸支出金 土地開発基金現在高 430,750
繰出金 2,581,903 10.9 2,096,110 1,941,453 16.2 前年度繰上充用金 地方債 財政融資・旧郵政公社資金 8,993,434
前年度繰上充用金 特別区財調納付金 現在高 その他 6,728,448
投資的経費 3,920,051 16.6 720,504     経常経費充当一般財源等計 歳出合計 23,644,757 100.0 3,888,340 13,487,594　　　　　　《 合計 》 15,721,882

うち人件費 68,027 0.3 34,527 公 病院 490,275 国民健 事業勘定再差引収支額（千円） △ 60,609 債務負 物件等購入 594,121
普通建設事業費 3,888,340 16.4 714,401 10,930,140 千円 営 下水道 351,324 康保険 療養給付費等精算額　（千円） △ 4,370 担行為 債務保証・損失補償 100

内 内 補　　助 2,302,071 9.7 106,110 事 国民健康保険 625,623 事業会 加入世帯数 7,663 額（翌 その他 2,839,931
単　　独 1,568,794 6.6 604,991     経常収支比率 業 老人保健 計の 被保険者数　（人） 11,898 年以降　　　《 合計 》 3,434,152

訳 県事業負担金 17,475 0.1 3,300 91.1 ％ 等 上水道 196,366 状況 世帯当たり保険税収入（千円） 128 支出予 保証 確定 100
訳 災害復旧事業費 31,711 0.1 6,103 (95.1 ％) へ 交通災害共済 調定額（被保険者１人あたり/千円） 105 定額） 補償 未定

失業対策事業費 の 工業団地 被保険者数１人あたり給付費（千円） 431 収 益 事 業 収 入
繰 土地開発基金 20 徴 区　分 現年度分 過年度分 合     計 9.3

    歳入一般財源 出 介護保険 794,291 収 市民税 99.3 29.9 97.2 -
歳出合計 23,644,757 100.0 13,487,594 13,606,879 千円 後期高齢者 1,161,969 率 固定資産税 99.3 22.7 96.9 -

《　計　》 3,619,868 　　　(%) 市税合計 99.3 25.9 97.2 -
《経常収支比率の(　　)内の数値は減税補てん債、臨時財政対策債を経常一般財源から除いた場合の数値です。》
歳入一般財源＝経常一般財源＋臨時一般財源 四捨五入の関係で、構成比等の合計値が必ずしも100にならない場合があります。

区　   　分 内普通建設事業費

Ｈ２６．　４．　１
Ｈ２６．　４．　１

Ｈ２３．　４．　１
Ｈ２３．　４．　１

実質公債費比率
実質赤字比率
連結実質赤字比率
将来負担比率

令　和　1　年　度
　（　普通会計　）

令和１年度

　決　算　状　況

自動車税環境性能割交付金

株式等譲渡所得割交付金

-
Ｈ２６．　４．　１
Ｈ２３．　４．　１


